




⼭⼝県の⾏政施策の推進につきましては、格別の御高配をいただき、厚くお礼申し上げます。
我が国は、本格的な⼈⼝減少社会に突⼊し、今後も更なる⼈⼝の減少が⾒込まれています。また、産業構造が⼤きく変化する中で、

地域間、国際間の競争が激化するなど、我が国を取り巻く社会経済環境は、一段と厳しさを増しています。
とりわけ、東京圏への⼈⼝の集中については、２３年連続で転⼊超過となるなど、⻭⽌めのかからない状況です。地方では⼈⼝減少

が地域経済の縮小を呼び、それがまた⼈⼝減少を加速させるという負の連鎖に陥ることが懸念されています。
こうした中、国においては、安倍政権のもと、⼈⽣１００年時代を⾒据えた「⼈づくり⾰命」やSociety5.0の実現等に向けた「⽣

産性⾰命」などに取り組まれるとともに、地方創⽣の次のステージに向けた第２期「まち・ひと・しごと創⽣総合戦略」の策定を進め
られているところです。

県においては、県政運営の指針となる総合計画「やまぐち維新プラン」に基づき、本県の最重要課題である⼈⼝減少問題の克服に向
け、「産業維新」「⼤交流維新」「⽣活維新」の「３つの維新」に果敢に挑戦するとともに、本年度末を目途に第２期「⼭⼝県まち・
ひと・しごと創⽣総合戦略」を策定し、地方創⽣をさらに推進することとしていますが、これらを着実に実⾏していくためには、国と
の連携・協⼒を一層強めていくことが不可⽋です。

ついては、本県の「３つの維新」への挑戦に向け、また、第２期総合戦略の方向性を⾒据えた、緊急かつ重要な次の事項についてと
りまとめましたので、令和２年度の政府予算の編成、国の政策の決定に当たり、格別の御理解と御高配をいただきますようお願い申し
上げます。

令和元年１１月

⼭ ⼝ 県 知 事 村 岡 嗣 政
⼭⼝県議会議⻑ 柳 居 俊 学
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提
案
・要
望

現状 課題・問題点

～やまぐち維新プラン・第２期総合戦略推進（超重点）要望～

産業交流スペース等を活用した総合的な中小企業支援機能の構築

○ 県・山口市の連携の下、産業支援機関などの拠点施設への集約と

いうメリットを最大限に活かし、創業、商品開発、販路開拓などの総
合的支援や人材育成・確保に向けた新たな仕組みづくりが必要

○

【山口県の取組】

○県央部に位置する新山口駅は、本県の陸の玄関口であり、その周辺地域は、空
港や高速交通網との接続の便もよく、県内の主要都市へのアクセスに優れてい
るなど、優位性のある広域交流拠点

○現在、山口市が進めている「新山口駅北地区拠点施設整備」は、この優位性を
最大限に活かすプロジェクトであり、その効果を山口市のみならず、県全体の産
業振興や交流人口の拡大等につなげていくことが極めて重要

○このため、本県の「やまぐち産業イノベーション戦略」に「新山口駅北地区拠点施
設整備支援プロジェクト」を掲げ、Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０時代を牽引する新たな産業・交流
拠点の形成に向け、山口市や民間企業等と連携を図りながら、本プロジェクトを
重点的に推進

【山口市の取組】

○新山口駅周辺を産業交流の拠点
と位置付け、交流人口の拡大、産
業振興等に向け、山口県ナンバー
ワンのビジネス街の形成を目指し、
「新山口駅北地区拠点施設」の整
備を進めている。
（令和３年４月供用開始予定）

新たなモビリティサービス事業（ＭａａＳ）の構築に向けた調査・実証事業の推進

○ 拠点施設を核とした観光・ビジネス客の県内への移動を誘引し交
流人口の更なる拡大や県経済の活性化を図るため、二次交通網の

充実・強化が必要

・健康づくりやヘルスケア関連産業の創出・育成に向けた取組の推進

・認知症の予防等に向けた産学公連携による共同研究

○ 高齢化の進展により医療や介護の負担が一層増加する状況にお
いて、健康寿命の延伸が重要な課題。山口市が設置予定のライフイ
ノベーションラボの活用により、健康づくりの推進とヘルスケア関連産

業の創出に向けた取組が必要

新山口駅北地区拠点施設整備プロジェクトへの支援

○ 拠点施設を核とする新たなモビリティサービス事業（ＭａａＳ）の構築に向けた調査・実証事業への支援

○ 拠点施設（産業交流スペース、アカデミーハウス等）を活用した総合的な中小企業支援機能の構築への支援

○ 拠点施設（ライフイノベーションラボ）におけるＡＩ技術等を活用した健康づくりの推進やヘルスケア関連産業の創出・育成に向けた取組への支援

○ 認知症のリスク低減・予防に向けた産学公連携による共同研究に対する支援

Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０時代を牽引する新たな産業・交流拠点づくりについて
《内閣官房／内閣府／厚生労働省／経済産業省／国土交通省》
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新たなモビリティサービス事業（MaaS）の構築に向けた調査・実証事業

○ 鉄道や道路等からの
アクセスに優れ、県
内外からの移動の利
便性が非常に高い

高速交通結節点

○ 多目的ホール
(県内最大の２０００席)

○ 産業交流スペース、
コワーキングスぺ
ース等(起業創業活動
支援施設)

○ アカデミーハウス
(産業人材育成・交流施設)

○ ライフイノベーショ
ンラボ(メディカルフィッ

トネス、 実証フィールド等)

多様な交流を
生み出す施設

○ 県関係の産業支援機
関や山口市の起業・
創業支援機関、民間
企業等が集積

産業支援機能
の集積

新山口駅北地区拠点
施設の強み

人材育成・確保等サポート創業・商品開発・販路開拓
・共同研究・技術開発等サポート

総合支援

・産業支援機能の
充実・強化
・新産業の創出

経営者・求職者・技術者等

二次交通網の
充実・強化

○ 産業交流スペースを中心とするワンストップ総合窓口機能の構築
○ 産業支援・人材育成プラットフォームでの新たなプロジェクトの実施

○ 新山口駅MaaS実証事業推進協議会(仮称)の設置(行政・交通事業者等)
○ 交通利用調査及び運行情報等のデータ収集・分析(オープンデータ化)
○ MaaS用アプリの開発やビジネスモデル(多様な料金サービス提供等)の構築
○ 新たなモビリティサービスの導入による実証実験

やまぐち産業
振興財団

山口
商工会議所

大学・高専等
金融機関等

山口しごと
センター

山口県福祉
人材センター

山口新卒
応援ﾊﾛｰﾜｰｸ

中堅・中小企
業等の創出・
成長
雇用の創出・
拡大
企業誘致の促
進等

〇

〇

〇

健康増進・疾病
予防・早期治療
等に資するヘル
スケア関連サー
ビスや製品等の
創出

〇

県内外からの
観光施設・企業
等へのアクセス
向上（県経済の
活性化）

〇

山口県産業
技術センター

産業支援・人材育成プラットフォーム
・新たなプロジェクト（ﾍﾙｽｹｱ関連産業、ﾓﾋﾞﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽ、５Ｇ利活用、賑わい創出、人材育成等）の実施

新産業創出等

産業交流スペース等
(ワンストップ総合窓口機能)

産業交流スペース等を活用した総合的な中小企業支援機能の構築

ＭａａＳ実証
ＪＲ、バスなどの既存交通運行の最適化

新山口駅
（拠点施設）

乗り合いタクシー、デマンドバス、カーシェアなど新たなサービス提供

・観光施設・公園

・企業・工業団地

・湯田温泉街
・山口宇部空港

・大学・官公庁等

産業振興・交流人口
の拡大

新山口駅北地区拠点施設整備プロジェクト

○ 産学公民連携によるプラットフォームの構築
○ 製品の効果などを評価・検証するための実証フィールドの構築
○ 実証フィールドを活用した製品開発の支援及び健康づくり
○ 認知症予防法（運動、栄養指導等）の共同研究・効果検証

・住民の健康意識の醸成
・製品等開発支援機能の充実

連携推進協議会（仮称）
（行政機関・産業支援機関・研究機関等）

成果報告

研究機関等（山口大学
ＡＩシステム医学・医療
研究教育センター等）

連携

成果公表 参加者募集

住 民

公募・契約連携

ヘルスケア
関連企業

【実証フィールド】

【産学公民連携プラットフォーム構築】

健康づくり・ヘルスケア関連産業の創出・育成に向けた取組

製品等の効果実証及び健康づくり
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５Ｇ等の未来技術を活用した地方の取組に対する支援について
《内閣官房／内閣府／総務省》

提
案
・要
望

現状

課題・問題点

～やまぐち維新プラン・第２期総合戦略推進（超重点）要望～

１ 未来技術を活用した取組に対する予算額の確保及び地方への重点支援

○ ５Ｇ等を活用した地域産業の高度化と地域の活性化に向けた先導的事例の創出（へき地医療の充実、文化振興等）への支援

◆人口減少等に伴う地域社会・経済における様々な課題への対応が急務

◇後継者不在、医師不足等の地域課題が深刻

◇地域の魅力を高め人を呼び込む活力創出に向けた取組が必要

◇自治体、事業者向け５Ｇ活用セミナー「５Ｇ研究会」の開催（7/29）

◇携帯電話事業者との５Ｇ活用による地域

活性化に向けた連携協定の締結（9/20）

・へき地医療の充実

・文化振興 等労働人口 生産年齢人口は年間１万人超減少（人口割合全国４４位）

地場産業 企業後継者不在（全国２番目）、農家高齢化（全国２番目）

医療介護 高齢化先進県（全国４番目）、医師の地域的な偏在

観 光 外国人観光客の増加（過去５年で４倍超） � 様々な地域課題を抱える地方にこそ、５Ｇ等の未来技術が必要

� 地方における専門的知見・技術を有するデジタル人材が不足

� 都市部と地方部での格差が生じない５Ｇ環境の整備が急務

地方におけるＳｏｃｉｅｔｙ5.0の実現 3

２ 未来技術を活用した取組に必要な人材の確保・育成等の支援

○ 未来技術を活用するためのデジタル人材の確保・育成に向けた専門家・講師派遣制度の充実、副業・兼業人材の活用等に対する支援

○ 地方の取組に対する省庁横断的な総合支援体制の構築やハンズオン支援の実施

３ 地方における５Ｇ基地局の早期整備及びサービス開始の促進

取り巻く環境

◆情報通信などＳｏｃｉｅｔｙ5.0の実現に向けた技術（＝未来技術）の進展

◆ＡＩ/ＩｏＴ時代のＩＣＴｲﾝﾌﾗとして期待される未来技術「５Ｇ」の導入が間近

◇２０２０年春に各事業者が５Ｇ商用通信サービスを開始予定

◇具体的な５Ｇ活用ニーズのある箇所から基地局を順次整備予定

５Ｇに係る本県の取組

未来技術を活用した地域課題解決に向けた取組等への国の支援



新しい社会システムづくりへの挑戦山口県の現状・課題等

５Ｇ

ＩｏＴ

ＡＩ

ビッグ
データ

持
続
可
能
な
地
域
社
会
の
形
成

「未来技術」の活用

デジタル人材

地方におけるＳｏｃｉｅｔｙ５.０の実現に向けて

携帯電話事業者と連携協定を締結して推進

【提案・要望②】

未来技術を活用した取組に必要な人材の

確保・育成等の支援

【提案・要望③】

地方における５Ｇ基地局の早期整備

及びサービス開始の促進
4

ＡＩ・ＩｏＴ・５Ｇ×「工場」

【製造現場の高度化】

工場内の機器の無線
化による遠隔操作・
制御や⽣産ラインの
レイアウトのフリー
化など、企業におけ
る取組を支援

５Ｇ×「医療」

【へき地医療の充実】

県⽴総合医療Ｃとへ
き地の医療機関を５
Ｇで繋ぎ、当該医療
機関に勤務する若⼿
医師への遠隔による
実地指導等を実施

５Ｇ×「文化」

【文化振興】

来年⽣誕６００年を
迎える「雪舟」の作
品について、最先端
技術を活用した展示
による県⽴美術館の
新たな魅⼒を創出

【提案・要望①】

未来技術を活用した取組に対する予算額

の確保及び地方への重点支援

〜今後の取組予定例〜◎人口減少・転出超過による
生産年齢人口の減少

出典：住民基本台帳人口移動報告（総務省）

その他
●生活交通の減便、廃線
●農家の高齢化
等、多くの地域課題

◎医療資源の乏しいへき地が
多く存在、医師の地域偏在
（医師少数県）

出典：医師偏在指標（厚生労働省）

●その他、ＭａａＳ、教育ＩＣＴ等（再掲）を予定

13% 12%

59% 54%

28%
34%

0

50

100

150

2010年 2018年

0～14歳 15～64歳 65歳～

137.1145.1万人

18.4

85.7

40.4

16.1

74.5

46.5

順位 都道府県 医師偏在指標 順位 都道府県 医師偏在指標

１位 東京都 329.0 ３６位 岐阜県 204.7

２位 京都府 314.9 ３７位 千葉県 200.5

３位 福岡県 300.5 ３８位 長野県 199.6

４位 沖縄県 279.3 ３９位 静岡県 191.1

５位 岡山県 278.8 ４０位 山形県 189.4

４１位 秋田県 180.6

238.3 ４２位 茨城県 179.3

４３位 埼玉県 178.7

３２位 宮崎県 210.6 ４４位 福島県 177.4

３３位 山口県 210.3 ４５位 青森県 172.1

３４位 三重県 208.8 ４６位 新潟県 169.8

３５位 群馬県 208.2 ４７位 岩手県 169.3

全国平均

…
…

《以下「医師少数県」》



産学公共創による次世代エネルギーシステムの開発について
《文部科学省／経済産業省》

提
案
・要
望

～ やまぐち維新プラン・第２期総合戦略推進（超重点）要望～

課題・問題点 研究開発の推進（採択・支援を要望する事業や取組）

■ 山口大学が推進する研究開発に対する支援

○ スマート電源と生体用機器等への応用技術の開発に対する支援
⇒ （国研）科学技術振興機構 共創の場形成支援への採択

○ 二次電池のリサイクル技術開発に対する支援
⇒経産省 産学融合拠点創出事業への採択

◇ 環境・エネルギー産業の育成・集積を図るためには、付加価値の高
い研究開発・事業化への支援等が重要

◇ 産学公による新たな産業イノベーションを推進するためには、地域の
大学等を中心とした研究開発が必要であり、国の補助事業への採択や
指導・助言等の更なる支援が必要

環境・エネルギー分野における山口大学を中心とした産学公共創による研究開発の推進に対する支援
○ ワイヤレス給電と新型電池を組み合わせたスマート電源の開発と生体用機器等への応用技術の開発に対する支援

○ 二次電池のリサイクル技術開発に対する支援

5

現状

産

学

公

【本県のポテンシャル等】
《産（企業）》
・ 県内には二次電池の開発に重要な電解液を基盤事業として展開する企業、電池の
リサイクル事業を行う企業等が立地し、社会実装に根差した開発の推進が可能

《学（山口大学）》
・ （国研）科学技術振興機構事業で、ワイヤレス給電システムの基礎技術となる
GaN（窒化ガリウム）パワーデバイスの開発に参画した研究者が所属
・ 宇部興産㈱から二次電池の機能性電解液のパイオニアが現役出向

《公（山口県）》
・ イノベーション推進センター（（地独）山口県産業技術センター）において、
民間企業からの現役研究者が企業視点で研究開発・事業化を推進
⇒ 約100件の研究開発プロジェクト組成・80件以上の新規事業創出

○ 電池素材メーカー
○ 医療機器メーカー
○ 電池リサイクル事業者
○ 自動車メーカー 等

○ 山口大学
・医学部
・工学部
・他学部

○ (地独)山口県産業技術ｾﾝﾀｰ
ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推進ｾﾝﾀｰ

環境･ｴﾈﾙｷﾞｰ推進ﾁｰﾑ

大学内
連 携



○ 二次電池のリサイクル技術開発
ＥＶ車の普及により今後大量に発生することが
予測されている使用済リチウムイオン電池のリ
サイクルシステムを開発

○ スマート電源の開発と生体用機器等への
応用技術の開発

超高速充電池とワイヤレス給電を組み合わせた
スマート電源の開発及び生体用機器等への応用

産学公共創による次世代エネルギーシステムの開発について

二次電池のリサイクル過程で重要な技術となる電解液の処理
に関する要素技術が蓄積
二次電池のリサイクル事業者など社会実装に根差した研究開
発のために必要な企業が多く立地

（国研）科学技術振興機構事業で、ワイヤレス給電システムの基
礎技術となるGaNパワーデバイスの開発に参画した研究者が所属

宇部興産㈱から二次電池の機能性電解液のパイオニアが現役出向

産学公共創
による推進

企業
県

カプセル型内視鏡

大学

ワイヤレス給電

電
力

県内企業
等への波及

● 材料に強い県内企業・山口大学と県外の電池メーカー等との連携によるスマート電源の開発など、
付加価値の高い成長産業の育成・創出

● 本県の産業特性を活かした効率的な二次電池リサイクル技術の開発によるエコシステムの形成

ペースメーカー インフラ監視用
ドローン

二次電池の寿命診断技術 等

人間科学的な発想による、人間中心
のアプリケーションとスマート電源

将来を見据えた使用済み燃料電池
リサイクルシステムの確立

産学公共創による研究開発への支援（国 ）要望

6

事 業 化事 業 化

研究開発 研究開発

ＥＶ



自動車新時代に対応したオープン・イノベーションの促進について
《経済産業省／中小企業庁》

提
案
・要
望

現状

～やまぐち維新プラン・第２期総合戦略推進（超重点）要望～

【自動車産業を取り巻く状況】
○世界の自動車関連市場は、ＣＡＳＥによる技術革新等により、急速に拡大
○国は、自動車新時代戦略会議を平成30年4月に設置

【山口県の現状】
○本県製造品出荷額の２割(２位）を占める輸送用機械のうち自動車関連は
出荷額の約８割

○マツダ防府工場が立地し、北部九州・広島と合わせた生産台数は約２４０
万台(一大生産基地）

工業統計調査(H27) 事業所数 従業者数
製造品出荷額
(百万円）

自動車・同附属品製造業
(対輸送用機械割合）

40
（28.8％)

8,949
（59.1％)

934,315
（78.4％）

○オープン・イノベーションの効果的な実施に対する支援

○次世代自動車に求められる新技術・製品・部品等の試作・開発

○高度産業人材の育成支援（サプライヤー応援隊）

○ここ３年間で、自動車関連企業が新たに１１社進出
○昨年度、経産省・自動車メーカー等の支援により４回の研究会を開催し、
７３社が参加
○本年２月に、産学公金連携によるプラットフォームとなる「山口県自動車
産業イノベーション推進会議」を新規に設置

１ 自動車新時代に対応した産学公金連携によるオープン・イノベーションの推進に対する支援

○ 山口県自動車産業イノベーション推進会議の運営、企業間のマッチング、技術展示会・商談会の開催等に対する支援

２ 次世代自動車に求められる新技術・製品・部品等の開発及び人材育成に対する支援

○ 本県の基礎素材型産業やものづくり企業の集積を活かした新技術・製品・部品等の開発促進に対する支援
○ 自動車産業の技術開発を指導する人材育成に対する支援（サプライヤー応援隊事業の採択）

7

課題・問題点

○山口県自動車産業イノベーション推進会議の効果的なオープン・
イノベーション手法や県内外の広域ネットワークの構築

� テーマ別ワークショップや技術展示会等の開催

○推進会議を活用した新技術・製品・部品等の開発の促進
� 国、自動車関連企業による協力支援体制の構築
� 研究開発者等の高度産業人材の育成



⾃動⾞産業研究会の設置・運営
73社のべ360⼈が参加

広島県
マツダ山口県

マツダ
40万台

山口県の主要産業。製造品

出荷額の１５％を占める

福岡県
トヨタ
⽇産
ダイハツ

⼤分県
ダイハツ

域内生産
240万台

⾃動⾞新時代に対応したオープン・イノベーションの促進

Ｃ ツナガル
Ａ ⾃動運転
Ｓ サービス
Ｅ 電動化

あらゆる産
業分野での
市 場 拡 大

本県の取組

国の支援
(サプライヤー応援隊)

⾃
動
⾞
産
業
へ
の
新
規
参
入
・事
業
展
開
の
拡
⼤

年
に

一
度
の
大
変
革

１００

8

北部九州・山口・広島自動車産業地帯の一角を形成

主 要 企 業 マツダ（株）防府工場

関 連 企 業 双葉工業（株）など約50社(部品関連)

出 荷 額 約９３00億円（平成2７年）
（本県出荷額の1５%、全国シェア２％）

そ の 他

県内素材メーカーを中心に、車体、部品
材料やバッテリー関連材料等を生産
� 宇部興産（セパレーター、電解液）
� 東ソー （正極材原料）
� 東洋鋼鈑（負極材、ﾆｯｹﾙﾄｯﾌﾟ）など

2018年

2019年
●推進体制の構築・運営

●ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝによる開発支援

・「山口県自動車産業イノベーション推進会
議」の設置（２月）・運営

・セミナー、ワークショップの開催
・自動車メーカーでの技術紹介・展示会
・コーディネータによる企業間マッチング

CX-5

① 新技術・製品・部品等の試作・開発
② サプライヤー応援隊による⼈材育成

2020年〜



２ 事業承継時の経営者保証解除に向けた取組の推進
○ 事業承継時に焦点を当てた「経営者保証ガイドライン」の特則の策定と速やかな運用開始
○ 政府系金融機関における融資の無保証化の拡大
○ 事業承継時に一定の要件の下で、経営者保証を不要とする新たな信用保証制度の創設
○ 経営者保証解除に向けた経営者保証コーディネーター等の適切な配置

１ 第三者への事業承継の促進に資する税制措置の創設等
○ 経営者が第三者への事業承継に当たり株式を売却した際の譲渡益課税の軽減措置の創設
○ 第三者からの事業を承継した経営者における、のれんの一括償却措置の創設
○ Ｍ＆Ａにより事業を譲り受けた者に係る登録免許税、不動産取得税の軽減特例の期限（2020年３月末）の延長

地域の経済と雇用を支える中小企業の事業承継の促進について
《内閣府／経済産業省》

提
案
・要
望

現状 課題・問題点

～ やまぐち維新プラン・第２期総合戦略推進（超重点）要望 ～

後継者の属性の推移

□後継者属性等、地方の実情に応じた事
業承継支援施策の一層の充実が必要

後継者候補はいるが承継
を拒否した者のうち、６割
が経営者保証を理由に承
継を拒否

令和２年度概算要求等

□第三者承継の促進に資する税制措置
の創設や経営者保証解除に向けた実
効ある着実な支援が必要

◆第三者への事業承継の促進に資する
税制措置の創設等

◆経営者保証解除に向けた取組の推進

○気づきの機会の提供、マッチング支援
事業承継診断、専門家派遣、事業引継ぎ支

援センター
○税制措置等の支援
事業承継税制、事業承継補助金、承継トライ

アル補助金

後継者不在率（2018年）

山口県 全国

75.0％ 66.4％

山口県は全国ワースト２位

後継者候補が
承継を拒否した理由

出典︓帝国データバンク調査
出典︓中⼩機構調査(2018年)

３ 地方の実情に応じた後継者の確保・育成の取組に対する支援
○ 基幹産業等の持続的成長に向け、社内後継者の育成等を図るために行う地方公共団体の主体的取組に対する支援
○ 地方への新しい人の流れを中小企業の中核人材の確保につなげ、第三者承継の促進にも寄与する実効性あるトライアル補助金の創設

○経営者保証解除に向けた取組

・「経営者保証ガイドライン」の特則策定

・政府系金融機関における融資の無保証化

・新たな信用保証制度の創設

・経営者保証コーディネーター等の専門家による支援
◆地方の実情に応じた取組に対する支援 9

全国

山口県

10.9%

6.5%

9.0%

3.4%

38.4%

39.7%

53.2%

55.2%

19.9%

20.7%

17.4%

16.5%

30.7%

33.0%

20.4%

24.9% 配偶者

子供

親族

非同族

子どもの割合が高い。
非同族（第三者）も増加傾向

上段2018年、下段2014年

出典︓帝国データバンク調査



親族内承継や第三者による事業承継を後押し

要望③ 地方の実情に応じた後継者の確保・育成の取組に対する支援

地方公共団体の主体的取組に対する支援 実効性あるトライアル補助金の創設

地方への人の流れ

後継者候補
として雇用

短期的な人材の
受け入れ ≪トライアル補助⾦の創設≫

使いやすい対象要件や補助期間の設定

≪本県の取組≫
特定分野（製造業）における後継者育成プログラムの実施

〔受講対象者〕経営者が10年以内に経営を引き継がせたい者
〔プログラム〕経営者マインドとトップセールス力の習得

〔伴走型支援〕コーディネータを配置し、受講者毎の育成計画を策定し、適
宜、フォローアップや個別指導を実施 10

（売り手） （買い手）

先代経営者 A社

譲渡対価

株式譲渡
事業譲渡

経営者が株式を売却した際の譲渡益課税の
軽減措置の創設

事業を譲り受けた者に係る、
のれんの一括償却措置の創設

事業を譲り受けた者に係る登録免許税、
不動産取得税の軽減特例の期限の延長



＜「次世代型コンビナート」連携モデルイメージ＞
・原料、副生物、エネルギーの有効活用や設備の共同利用・高度化、
製品の高付加価値化など地域内コンビナートの「高度機能統合」
・輸出機能の強化などｺﾝﾋﾞﾅｰﾄ間の広域連携による「共同物流改革」
・「ＩｏＴ活用」による生産システムの統合・最適化やプラント保安の強化

○企業、異業種間における共同プロジェクトの円滑な推進を図るには、
国等における産業政策推進の観点からの投資計画や協力体制の構築
に向けた強力な支援が必要
○コンビナートの機能統合による国際競争力の強化を図るには、石油
精製のみならず、石油化学、化学等幅広い関連業種におけるサプライ
チェーン全体での競争力強化や、副生物、エネルギー源等の効率的な
活用や製品の高付加価値化、保有資産（遊休設備を含む）の有効活用
が必要

コンビナートの国際競争力強化に向けた、資本・地域の壁を越えた

企業間連携による共同プロジェクトに対する支援の充実

高度機能統合や物流改革、ＩｏＴ活用等による「次世代型コンビナート」連携モデルの構築への支援

○ コンビナートの国際競争力強化に向けた共同プロジェクトに対する支援の充実

「次世代型コンビナート」連携モデルの構築への支援について

提
案
・要
望

現状

課題・問題点

○瀬戸内沿岸のコンビナートは、我が国及び本県の基幹産業として、高い
付加価値を創出し、経済的発展を支えるとともに、多くの雇用を創出

○「やまぐち産業イノベーション戦略」（H30.10策定）に産業戦略プロジェクト
として、「瀬戸内産業競争力・生産性強化プロジェクト」を位置付け、
コンビナートの国際競争力強化に向けた取組を推進
・産業インフラ整備(港湾の機能強化、工業用水の安定供給等)
・コンビナート企業間の連携促進

岩国・大竹地域
コンビナート

企業連携検討会議
9社（座長：日本製紙㈱）

宇部・山陽小野田地域

コンビナート
企業連携検討会議

12社(座長：宇部興産㈱)

山口県コンビナート連携会議（会長：山口県知事）

周南地域
コンビナート

企業連携検討会議
16社(座長：出光興産㈱)

４．３兆円（製造業の約７割）

基礎素材型産業の
製造品出荷額等

全国第１位

１事業所当たり製造品出荷額等

１事業所当たり付加価値額

※周南地域では苛性ソーダを軸とした無機化学と石油由来の有機化学が
融合、宇部・山陽小野田、岩国・大竹地域は高機能製品の製造が事業
の中核であり、広域連携による競争力強化の高いポテンシャルを保有

○石油・石化製品の国内需要の減少やグローバル競争の激化
○コンビナートの成長、高度化投資の活発化や地域間連携機運の高まり
⇒コンビナート企業による「次世代型コンビナート」連携事業スタート

《経済産業省／資源エネルギー庁》

～やまぐち維新プラン・第２期総合戦略推進（超重点）要望～

11



国際競争力の強化 地域経済の活性化 雇用の確保
エネルギー

セキュリティの確保

「⽯油供給構造高度化事業費補助⾦」を活用することにより連携を加速

コンビナートA

工場

工場工場

工場

コンビナートB

工場

工場工場

地域内コンビナート連携

コスト競争⼒の強化コスト競争⼒の強化

【共同物流（輸出入）】

周南コンビナート

新事業展開新事業展開

【スペシャリティ分野】 【環境対応】

スペシャリティ技術

国内需要減に伴う余剰インフラの増加
海外巨大コンビナートとの競合

エチレン等
製造装置

石油タンク基地石炭基地

製品の高付加価値化 原料調達強化、副⽣物等の付加価値向上
設備の共同利用・高度化

水素製造

化学プラント間連携による
共同物流の推進

原料､副生水素等
の有効活用の促進

【高度機能統合（留分・副生物等の活用）】

エネルギー
事業

ＩｏＴ活用

生産管理・産業保安
のスマート化促進

12



１ 国際バルク戦略港湾の整備促進

○ 徳山下松港（下松地区：桟橋、徳山及び新南陽地区：岸壁延伸、
航路・泊地）

○ 宇部港（本港地区：航路）

コンビナートの国際競争力強化に向けた港湾の整備について

・国際バルク戦略港湾の整備の早期実現に向け、施設整備（下松地区
の桟橋、徳山地区、新南陽地区及び宇部港の航路・泊地等）を継続中
・企業間連携により石炭共同輸送（共同配船、２港揚げ）が実現し、民間
ベースでは石炭輸送コストの削減に向けた取組を先行的に実施
・施設整備の効果を高める港湾運営会社を設立
・徳山下松港が国から特定貨物輸入拠点港湾に指定されたことを受け、
特定利用推進計画を策定

提
案
・要
望

現状

課題・問題点

・石炭輸送コストを下げ、県内企業の国際競争力を強化するため、早
期にケープサイズ級船舶（１８万トン級）をはじめとした大型船の入港
実現が必要
①優先的な予算配分が必要
②石炭の共同輸送の促進など、企業間連携の強化が重要
③運用面での改善が必要

下松地区

港湾計画図

○原料コスト、エネルギーコスト等を低減させることにより、山口県内の企業のみならず、広く西日本の産業界全体の国際
競争力を強化

○２港４地区の関係企業の連携に加え、下松地区を１ｓｔポートとする一連の施設整備により、短期間に事業効果が発現

効
果

桟橋

Ｌ＝３９０ｍ

《国土交通省》

（承認番号 平29情複第93号）

～やまぐち維新プラン・第２期総合戦略推進（超重点）要望～
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下松地区 イメージ図

年　月 項　　　　　　　　目

H23.5 徳山下松港・宇部港を国際バルク戦略港湾（石炭）に選定　（国）

H26.3 徳山下松港港湾計画改訂

H29.9 やまぐち港湾運営株式会社を設立

H29.12 同株式会社を徳山下松港の埠頭群を運営する会社に指定

H30.2 徳山下松港を特定貨物輸入拠点港湾（石炭）に指定　（国）

H31.3 徳山下松港の特定利用推進計画を策定

これまでの主な取組

２ 国際バルク戦略港湾の整備の推進に向けた支援

○ 港湾運営会社を核とした企業間連携強化への支援
○ 大型船舶の入港に係る潮汐利用等の運用基準の緩和
○ 税財政上の支援措置の拡充（とん税の減免、民間整備に対する
補助等）

○ 国負担割合の嵩上げなどの地方負担の軽減



宇部港 徳山下松港（新南陽地区） 徳山下松港（徳山地区）

航路・泊地（-14m）

岸壁（-12m）延伸

航路・泊地（-12m）

航路・泊地（-13m）

■徳山下松港・宇部港の４地区が連携して、一括大量輸送を実現する大型船舶を入港させること
で、輸入石炭の輸送コストを約３割、年間約１００億円削減し、企業の国際競争力の強化を図る。
■さらに、山口県は石炭取扱量が日本一、移出量は全国の約3分の1を占めていることから、山口県
から西日本全域への安価な石炭の配送は、モノづくりを通じて日本全体の産業力の強化に資する。

国際バルク
戦略港湾の推進

岸壁（-14m）延伸

山口県の石炭取扱量は日本一

山口県の石炭移出量は日本一

石炭移出量
1795万トン

石炭取扱量
2億1879万トン

【H29石炭取扱貨物量 合計】

【H29石炭取扱貨物量 移出】

山口県を拠点とした石炭ネットワーク

H29港湾統計

出典：国土地理院地図（電子国土WEB）に追記して掲載 https://maps.gsi.go.jp/

インドネシア
約385万トン

オーストラリア
約843万トン

他国
約66万トン
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１ 国際拠点港湾の整備

○ 下関港（新港地区沖合人工島（長州出島））の整備促進

２ 重要港湾の整備

○ 岩国港（臨港道路、老朽化対策）の整備促進

○ 三田尻中関港（老朽化対策）の整備促進

産業力の強化や交流の拡大に向けた基盤整備について
(1) 国際拠点港湾及び重要港湾の整備促進

・国際拠点港湾及び重要港湾における岸壁や道路、橋梁等の整備は、

直轄事業や補助事業を活用して実施

・岸壁等の既存港湾施設は、老朽化が進行

・大規模地震時の港湾機能確保が不十分

提
案
・要
望

現状

課題・問題点

・県内企業の国際競争力の強化や大型クルーズ船の受入体制の強化を

図るため、引き続き、直轄事業や補助事業を活用し、重要な産業基盤で

ある国際拠点港湾及び重要港湾の整備を計画的に進めることが必要

下関港・・・新港地区沖合人工島等の機能強化促進が必要

岩国港・・・臨港道路の整備促進等が必要

三田尻中関港・・・コンテナターミナルの再編整備促進等が必要

・岸壁等の老朽化対策や岸壁改良などを着実に進めていくためには、

継続的な予算確保が必要

《国土交通省》

■ 国際拠点港湾

● 重要港湾

凡例

●
岩国港

●
三田尻中関港

● 宇部港

出典：国土地理院地図（電子国土WEB）に位置を追記して掲載 https://maps.gsi.go.jp/

長門市

下関市
美祢市

山陽小野田市

宇部市

萩市

山口市

防府市

周南市

下松市

光市

岩国市

田布施町

平生町

上関町

周防大島町

柳井市

和木町

■
徳山下松港

小野田港
●

■ 下関港

阿武町

～やまぐち維新プラン・第２期総合戦略推進（超重点）要望～
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岩国臨港道路 L=2.9km

Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期

岸壁(-7.5m)改良
L=130m

下関港（長州出島） 岩国港

コンテナターミナルの再編整備

荷役機械の増設
（H29完）

三田尻中関港(中関地区)

岸壁（-7.5m）改良L=520m

荷役機械（既設）

岸壁（-7.5m）改良L=180m
（R1完）

臨港道路（橋梁）の耐震補強

岸壁改良（施工中）

三田尻中関港（三田尻地区）

大型クルーズ客船
専用岸壁等の整備
（岸壁延伸、泊地浚渫）
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・都市間を連絡する幹線
道路で、異常気象等によ
る通行規制が頻発

産業力の強化や交流の拡大に向けた基盤整備について
(2) 幹線道路網の建設促進

○ 国道２号（周南立体、富海拡幅）の事業促進
○ 国道１８８号（藤生長野バイパス）の事業促進
○ 国道２号（下関市才川～山の谷）
・ 印内地区交差点改良の事業促進 ・ 残る区間の早期事業化

○ 国道２号（防府市台道～山口市鋳銭司）の早期事業化
○ 国道１８８号（柳井・平生バイパス）の早期事業化 等

４ 道路関係予算の総額確保

１ 山陰道全線の着実な建設促進（別掲） ３ その他の幹線道路の建設促進

２ 地域高規格道路の建設促進
○ 岩国大竹道路、小郡萩道路の事業促進

○ 下関北九州道路の調査促進、早期事業化

○ 下関西道路、周南道路、
山口宇部小野田連絡道路の早期事業化

提
案
・要
望

現状と課題

国道２号（岩国市新港）

・都市部の幹線道路では、慢性的な渋滞が発生

国道188号（柳井市田布路木）

・産業拠点や観光地へのアクセス道路に、
事故危険箇所等が存在

国道2号（防府市富海）

国道2号 （下関市長府）

○ 産業力・観光力の強化等を支援し、渋滞対策の推進や安心・安全な交通環境の確保を図るとともに、災害時等にも
機能する信頼性の高い幹線道路ネットワークを構築することが不可欠

○ 依然として厳しい財政状況の下、計画的かつ着実に道路整備を進めるため、新たな財源を創設するとともに、所要の
予算を確保することが必要

やまぐちの未来を拓くみちづくり
～将来にわたって、元気な産業や活気のある地域の中で、県民誰もがはつらつと暮らすことができるやまぐちのみちづくり～

※やまぐち未来開拓ロードプラン（H28.6策定）における基本目標

国道190号（宇部市中央町）

～やまぐち維新プラン・第２期総合戦略推進（超重点）要望～

県道萩秋芳線（萩市明木）

関門トンネル（下関市～北九州市）

国道２号（防府市台道）

国道３１５号（周南市三田川）

《国土交通省》

▶ 岩国大竹道路

▶ R２ 周南立体 ▶ R188 柳井・平生ﾊﾞｲﾊﾟｽ▶ 山口宇部小野田連絡道路

▶ R2 防府市台道
～山口市鋳銭司

▶ R2 富海拡幅 ▶ 小郡萩道路

▶ R188 藤生長野ﾊﾞｲﾊﾟｽ

▶ 下関北九州道路

▶ R2下関市才川～山の谷

▶ 下関西道路

国道１9１号（下関市大坪本町）

▶ 周南道路

国道１８８号（光市浅江）

国道188号（岩国市黒磯～青木）
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山口県の幹線道路網図
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～やまぐち維新プラン・第２期総合戦略推進（超重点）要望～

工業用水道施設の老朽化対策・耐災害性の強化

○ 施設の老朽化対策及び耐災害性（耐震化・耐水化・渇水対策）の強化に係る国庫補助金の採択要件の拡充、予算枠の確保・拡大
○ 厚東川第２期・厚狭川工業用水道改築事業に係る国庫補助金の確実な予算措置
○ 木屋川・木屋川第２期工業用水道改築事業に係る国庫補助金の確実な予算措置
○ 小瀬川工業用水道改築（強靱化）事業に係る国庫補助金の確実な予算措置

産業力の強化や交流の拡大に向けた基盤整備について
(3) 工業用水の安定供給体制の強化

提
案
・要
望

課題・問題点

下関地区
183,400㎥/日

(９４.７％)

防府地区
154,550㎥/日

(４８．５％)

岩国・柳井地区

186,900㎥/日
(９８.２％)

周南地区
707,700㎥/日

(９６．６％) 

宇部・山陽小野田・美祢地区

477,500㎥/日
(９７.９％)

◆瀬戸内沿岸部で１４の工業用水道事業を展開
◆全国１位の給水能力 ⇒ 約１７１万㎥／日
◆全国１位の契約水量 ⇒ 約１５８万㎥／日
◆管路 ２２９ｋｍ、隧道 ７６ｋｍ

◆瀬戸内沿岸部で１４の工業用水道事業を展開
◆全国１位の給水能力 ⇒ 約１７１万㎥／日
◆全国１位の契約水量 ⇒ 約１５８万㎥／日
◆管路 ２２９ｋｍ、隧道 ７６ｋｍ

山口県

○急速に進む管路等の老朽化への対応

○地震や豪雨等による大規模災害時、渇水時における断水回避

現状

給水能力

契約率

・工業用水道事業補助金の採択要件の拡充、予算枠の確保・拡大
・本県の事業に係る国庫補助金の確実な予算措置

○老朽化対策及び耐災害性の強化
・「厚東川第２期・厚狭川工業用水道改築事業」
・「木屋川・木屋川第２期工業用水道改築事業」
⇒ 管路や隧道等の二条化による安定供給体制の強化
・「小瀬川工業用水道改築（強靱化）事業」
⇒ 老朽化したポンプ設備を更新することにより、老朽化対策

及び浸水対策を強化

《経済産業省》

施設 法定耐用年数
法定耐用年数を超過する割合

H30年時点 R10年時点

管路 ４０年 ４０％ ７７％

隧道 ６０年 ４０％ ７０％
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山口県

下関地区

宇部・山陽小野田地区

工業用水の安定供給に向けた取組

工業用水道施設の老朽化対策・耐災害性の強化

・ 新たにバイパス管を布設し、
主要管路を二条化

・ R２年度は送水管布設工事
等を実施予定

・ 総 延 長 約８ｋｍ
・ 総事業費 約３８億円
・ 事業期間 H22～R7

○厚東川第２期・厚狭川工業用水道改築事業

○木屋川・木屋川第２期工業用水道改築事業

・ 新たに送水トンネル等を建設し、
主要隧道等を二条化

・ R２年度は送水管布設工事等を
実施予定

・ 総 延 長 約９ｋｍ
・ 総事業費 約９０億円
・ 事業期間 H26～R13

木屋川第１期

工業用水道

木屋川第２期

工業用水道

二条化区間 ９km

岩国地区

○小瀬川工業用水道改築（強靱化）事業

・ 老朽化したポンプ設備を更新すること
により、老朽化対策及び浸水対策を強化

・ R２年度はポンプ・機械設備
更新工事等を実施予定

・ 総事業費 約5.8億円
・ 事業期間 R2～R5

山口県玖珂郡和木町HPより

（http://www.town.waki.lg.jp/bousai/hazardmap.html）

小瀬川洪水避難地図（洪水ハザードマップ）

ポンプ場小瀬川

※着色部は浸水想定区域
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